
実行　（Ｄ） 改善　（Ａ）

具体的な
取組

実施内容
（計画上の記載）

進捗管理項目 実施状況
取組目標に
対する評価

成果及び課題 今後の取組

人が集まる場所で活動
を周知

社会貢献活動を周知
するため、イベントへの
ブース出展を行う。
（３ブース×１回）

・R1年12月8日
じんけんふれあいフェスタで
災害支援活動、県内ＮＰＯ活
動の啓発ブース出展

○　取組目標ど
おり

・一定の人数が興味を持
ち、ブースに立ち寄った。

・イベントの性質上家族連れ
での参加が多いため、対象
となる年齢が低いのに対し、
少し難しい内容のブースに
なった。

・イベントごとの参加者の属
性を考えながら、ブース出
展の内容などの検討を行
う。

ＮＰＯセンター

市町村との連携による
情報提供

必要に応じて適宜市町
村への情報提供を行
う。

×　取組目標ど
おり取り組めて
いない

・市町村と連携した情報提
供の仕組みの検討

・市町村の広報誌等での
NPO活動の広報が行えるよ
う、県を通じて市町村に依
頼。

ＮＰＯセンター

②
経済団体等
と連携した
人材の確保

ＮＰＯセンターでは、これまで、企
業・ＮＰＯパートナーシップ委員
会や企業市民セミナーなどを通じ
て、事業者等に社会貢献活動の
情報を提供してきました。
こうした取組に加えて、経済団体
等と連携して、より多くの事業者
や社員の方に社会貢献活動の取
組等を周知することで、社会貢献
活動に参加しやすい環境をつくり
ます。

経済団体等を通じた社
会貢献活動の周知

・広報パンフレットの作
成し、経営団体等を通
じて事業者等に社会貢
献活動を周知する。

・ピッピネットをリニュー
アルする。

・ピッピネットをリニューアルし、
より県民が情報を得やすい
ホームページを作成。

△　概ね取組
目標どおり

・SDGｓに向けた取組が広が
るなかで、今後の社会貢献
活動の周知の方法を検討
する必要がある。

・年度後半に広報パンフレッ
トを作成し、周知等を行って
いく。

ＮＰＯセンター

③
教育・研究
機関と連携
した次世代
の担い手育
成

ＮＰＯセンターは、これまで教育・
研究機関向けに、高校生や大学
生を対象としたナツボラを実施
し、若年層への社会貢献活動の
普及に努めてきました。
今後も、教育・研究機関（高校や
大学など）を通じて、ナツボラを周
知することにより、若年層が社会
貢献活動に気軽に参加できる気
風づくりを行います。

教育・研究機関を通じ
たナツボラの周知

高校、大学などを通じ
てナツボラの周知を行
い、これまで以上に参
加者を増やす。

・ナツボラ実施にあたり、市町
村社協などと連携してプログラ
ム数の増加を図った。

・県内全高校、県立中学校へ
ナツボラガイドを配布し、ナツ
ボラの周知を図った。

・ボランティア活動の入り口とし
て、参加しやすいセンター独
自のプログラムを実施した。

○　取組目標ど
おり

・延べ1,527人が活動に参
加。プログラム数も69団体と
昨年度より4団体増加。
県内若年層のボランティア
活動への関心が高まった。

・プログラム実施市町村に偏
りがあり、県中心部から離れ
た学生が参加しにくい。

・学校の夏休みの宿題等で
の参加も見られ、受入団体
とのミスマッチが生じた。

・実施市町村やプログラムの
増加を図るとともに、引き続
き県民のボランティア活動
への関心を高めていく。

・事前オリエンテーションの
実施や、独自プログラムの
増加など、夏休みの宿題等
で参加する学生への対応を
検討する。

ＮＰＯセンター

県（私学・大学支
援課、高等学校

課）

大学

第４次社会貢献活動支援推進計画に基づく支援策の実施状況（令和元年12月末現在）

ＮＰＯセンター…高知県ボランティア・ＮＰＯセンター

資料１

とりまとめ：令和元年12月末日時点

行　動　計　画　（Ｐ） 評価　（Ｃ）実
施
項
目

取組目標
成果目標
（Ｈ35年度）

実施
主体

　
１
　
人
材
育
成
と
確
保①
社会貢献活
動を知って
もらう取組

ＮＰＯセンターは、これまで実施し
てきた取組に加えて、多くの人が
集まる場所で社会貢献活動を周
知する取組や、市町村と連携した
情報提供を行うことなどにより、県
民が社会貢献活動に参加しやす
いきっかけをつくります。

・会員数が増加した
ＮＰＯ法人20％

・ボランティア行動
者率の増加
　[R3：26.0％]
(H28：22.6％)

・ナツボラの参加高
校15校、参加者延
べ1,200人
(H29：９校、延べ
920人)

　　基本方針Ⅰ　社会貢献活動団体への支援の充実
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実行　（Ｄ） 改善　（Ａ）

具体的な
取組

実施内容
（計画上の記載）

進捗管理項目 実施状況
取組目標に
対する評価

成果及び課題 今後の取組

第４次社会貢献活動支援推進計画に基づく支援策の実施状況（令和元年12月末現在）

ＮＰＯセンター…高知県ボランティア・ＮＰＯセンター

資料１

とりまとめ：令和元年12月末日時点

行　動　計　画　（Ｐ） 評価　（Ｃ）実
施
項
目

取組目標
成果目標
（Ｈ35年度）

実施
主体

　　基本方針Ⅰ　社会貢献活動団体への支援の充実

　
１
　
人
材
育
成
と
確
保

④
研修の改善

ＮＰＯセンターでは、これまで実
施してきた研修を引き続き行うとと
もに、これまで研修を受講できな
かった方々や、新しくＮＰＯの会
員になった方々が、必要な時に
研修が受けられるように、インター
ネットを活用した動画による講座
の配信を行うなど、研修場所や時
間に関係なくスキルアップできる
仕組みをつくります。

研修の動画配信
研修の動画配信に向
けた方法を検討する。

×　取組目標ど
おり取り組めて
いない

・予算や現在の研修の形を
踏まえ、どのような形の動画
配信を行うか検討する。

・どの研修で動画配信して
いくのが効果的なのか、検
討していく。

・会員数が増加した
ＮＰＯ法人20％

・ボランティア行動
者率の増加
　[R3：26.0％]
(H28：22.6％)

・ナツボラの参加高
校15校、参加者延
べ1,200人
(H29：９校、延べ
920人)

ＮＰＯセンター

　
２
　
財
政
基
盤

①
ＮＰＯ法人
の会計基準
の普及

ＮＰＯセンターは、ＮＰＯ法人の会
計報告の質を高め、活動実態が
よりわかりやすいものとなるよう、Ｎ
ＰＯ法人会計基準の普及を推進
します。

ＮＰＯ法人会計基準の
普及の推進

NPO向けの会計研修を
開催する。

・設立・運営相談対応の際の
説明など、周知を行う。

・R1年6月22日
ＮＰＯ実務講座会計ソフト編
参加者：15名

△　概ね取組
目標どおり

・講座を通じて、参加者が会
計基準の理解や導入に向
けた会計ソフトについて理
解を深めることができた。

・R２年3月4日
事業報告書セミナーにおい
て、活動計算書により会計
報告を促進する。

ＮＰＯセンター

②
ＮＰＯに対
する補助、
助成等の情
報提供

ＮＰＯセンターは、ＮＰＯが、活動
資金を確保できるように、国や県
の補助金、民間等の助成金の情
報を整理し、ホームページ等によ
り情報提供します。

ＨＰ等による補助金、助
成金の情報提供

ピッピネットを活用し、
補助金、助成金等の情
報発信を適宜行う。

・ピッピネット及びピッピニュー
ス（毎月発行）を通じて、情報
提供を実施。

○　取組目標ど
おり

・県内ＮＰＯがどういった分
野の助成金情報を求めてい
るのか、またどういった助成
金に応募しているのか情報
収集が必要。

・情報提供を継続して行う。

ＮＰＯセンター

③
認定ＮＰＯ
法人への移
行促進

ＮＰＯセンターは、認定ＮＰＯ法人
のメリット（税制優遇等）等を広く
周知し、寄附の増加を目指す認
定ＮＰＯ法人への移行を支援しま
す。

認定ＮＰＯ法人のメリッ
ト等の周知

認定NPO法人ミーティ
ングを開催する。

・設立・運営相談対応の際の
説明など、周知を行う。

・認定NPO法人ミーティングを
11月27日に開催し、認定NPO
法人の周知に向けた検討を
行った。

○　取組目標ど
おり

・認定NPO法人への移行相
談の中で、PSTを達成するこ
とが大きな課題。

・条例指定など県において
新たな認定NPO法人への
移行に向けた制度構築を働
きかけていく。

ＮＰＯセンター

・ＮＰＯ法人の財政
規模の拡大

　外部資金を
　得るＮＰＯ法
　人が20％増加
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実行　（Ｄ） 改善　（Ａ）

具体的な
取組

実施内容
（計画上の記載）

進捗管理項目 実施状況
取組目標に
対する評価

成果及び課題 今後の取組

第４次社会貢献活動支援推進計画に基づく支援策の実施状況（令和元年12月末現在）

ＮＰＯセンター…高知県ボランティア・ＮＰＯセンター

資料１

とりまとめ：令和元年12月末日時点

行　動　計　画　（Ｐ） 評価　（Ｃ）実
施
項
目

取組目標
成果目標
（Ｈ35年度）

実施
主体

　　基本方針Ⅰ　社会貢献活動団体への支援の充実

　
２
　
財
政
基
盤

財政基盤の強化につ
ながる研修の実施

ファンドレイジングセミ
ナーを開催する。

・R1年12月7日
ファンドレイジングセミナー
参加者：10名

○　取組目標ど
おり

・参加者数の広がり、研修
テーマの充実が課題。ま
た、資金調達のどの部分が
課題なのか、県内ＮＰＯの
ニーズの検討が必要。

・県内ＮＰＯのニーズを情報
収集し、セミナー内容の検
討を行う。

ＮＰＯセンター

専門家の派遣
・資金調達に関するア
ドバイザーの派遣
【年4回実施】

・ＮＰＯへファンドレイジングの
専門家を派遣し、資金獲得の
支援を実施。
（3団体、4件）

△　概ね取組
目標どおり

・専門家の派遣により、ＮＰ
Ｏが資金調達に限らず組織
運営について考えることによ
り、組織基盤の強化にもつ
ながった。

・引き続き専門家派遣を継
続する。

ＮＰＯセンター

⑤
ＮＰＯへの
寄附の促進

ＮＰＯセンターは、事業者や県民
の方々がＮＰＯに関心を持てるよ
うに、活動の周知を行い、寄附の
増加につなげていきます。

事業者や県民への社
会貢献活動内容の周
知

・広報パンフレットの作
成し、経営団体等を通
じて事業者等に社会貢
献活動を周知する。

・ピッピネットを活用し、
社会貢献活動につい
て適宜情報発信を行
う。

・ピッピネットをリニュー
アルする。

・ピッピネット及びピッピニュー
ス（毎月発行）、てをつなGO（3
月に1回発行）を通じて、情報
提供を実施。

・ピッピネットをリニューアルし、
より県民が情報を得やすい
ホームページを作成。

△　概ね取組
目標どおり

・団体情報やイベント情報な
ど情報の整理、更新を行
い、より充実した情報を得ら
れるページにしていく必要
がある。

・広報誌を通じて地域で活
動するNPOを広く県民に周
知することができている。

・広報パンフレットを作成し、
県民および事業者への社会
貢献活動の周知を行う。

ＮＰＯセンター

④
財政基盤の
充実に向け
た取組の強
化

ＮＰＯセンターは、ＮＰＯの財政基
盤の強化につながるような研修
や、専門家の派遣を充実します。

・ＮＰＯ法人の財政
規模の拡大

　外部資金を
　得るＮＰＯ法
　人が20％増加
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実行　（Ｄ） 改善　（Ａ）

具体的な
取組

実施内容
（計画上の記載）

進捗管理項目 実施状況
取組目標に
対する評価

成果及び課題 今後の取組

第４次社会貢献活動支援推進計画に基づく支援策の実施状況（令和元年12月末現在）

ＮＰＯセンター…高知県ボランティア・ＮＰＯセンター

資料１

とりまとめ：令和元年12月末日時点

行　動　計　画　（Ｐ） 評価　（Ｃ）実
施
項
目

取組目標
成果目標
（Ｈ35年度）

実施
主体

　　基本方針Ⅰ　社会貢献活動団体への支援の充実

研修の動画配信
（再掲）

研修の動画配信に向
けた方法を検討する。

×　取組目標ど
おり取り組めて
いない

・予算や現在の研修の形を
踏まえ、どのような形の動画
配信を行うか検討する。

・どの研修で動画配信して
いくのが効果的なのか、検
討していく。

ＮＰＯセンター

　
３
　
研
修
・
広
報
・
大
学
と
の
連
携
等

①
研修や相談
窓口の充実

ＮＰＯセンターは、条例におい
て、社会貢献活動を推進するた
めの拠点センターとして位置づけ
られ、ＮＰＯに関する研修や、専
門家派遣、相談対応などに取り
組んできました。
この計画においては、これまで
行ってきたＮＰＯ法人の立ち上げ
支援や、スキルアップ、事業の拡
大に必要な研修を、目指すテー
マに応じたコースに系統立てると
ともに、誰もが、必要な時に研修
が受けられるよう、インターネット
を活用した動画による講座を実施
するなどの方法を検討するととも
に、専門家の派遣を拡充するな
ど相談支援の充実を目指します。

NPO法人に必要な研
修を系統立てる

それぞれのNPOの状
況に応じた、段階的な
研修体系の構築を目
指す。

・研修内容の見直しを行うとと
もに、基礎・実務・実践・経営と
いった段階的な研修体系を構
築。

【ＮＰＯ実務講座】
①会計初級編
6月8日　  参加者：14名
②税務編
6月22日  参加者：20名
③会計ソフト編
6月22日  参加者：15名
④法務労務編
7月4日    参加者：13名
【ＮＰＯ基礎講座】
11月26日、28日　参加者：19
名

【ＮＰＯぷらす塾】
6月～10月に2回実施
参加者：83名
第3回ＮＰＯぷらす塾に向けた
準備、対応

【ＮＰＯ経営研究会】
11月～12月に2回開催
参加者：延19名

○　取組目標ど
おり

・研修内容や実施回数の見
直しを行うことで参加者層が
広がり、より多くのＮＰＯのス
キルアップに貢献できた。

・毎年一定数の需要があり、
ＮＰＯの活動基盤強化に貢
献できている。

・講座内容の見直しを行うこ
とで、若い世代からの参加
が増加し、参加者層が広
がった。

・参加者の広がりが課題

・今後も継続的に、NPOの
ニーズに応じて研修体系を
見直していく。

・ＮＰＯ事務の講座は、県内
ではセンターしか実施して
おらず、ニーズは確実にあ
るため継続して実施してい
く。

・引き続き内容の見直しを行
いながら、県内ＮＰＯ、県民
のニーズにあった講座を企
画していく。
・新規法人への呼びかけ
や、広報方法の検討など、
多くの参加が得られるよう工
夫する。

・ＮＰＯ法人の増加
[R5：370法人]
(H29：332法人)

・社会貢献活動団
体と地域活動の
マッチング
［年５件］

ＮＰＯセンター
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実行　（Ｄ） 改善　（Ａ）

具体的な
取組

実施内容
（計画上の記載）

進捗管理項目 実施状況
取組目標に
対する評価

成果及び課題 今後の取組

第４次社会貢献活動支援推進計画に基づく支援策の実施状況（令和元年12月末現在）

ＮＰＯセンター…高知県ボランティア・ＮＰＯセンター

資料１

とりまとめ：令和元年12月末日時点

行　動　計　画　（Ｐ） 評価　（Ｃ）実
施
項
目

取組目標
成果目標
（Ｈ35年度）

実施
主体

　　基本方針Ⅰ　社会貢献活動団体への支援の充実

①
研修や相談
窓口の充実

ＮＰＯセンターは、条例におい
て、社会貢献活動を推進するた
めの拠点センターとして位置づけ
られ、ＮＰＯに関する研修や、専
門家派遣、相談対応などに取り
組んできました。
この計画においては、これまで
行ってきたＮＰＯ法人の立ち上げ
支援や、スキルアップ、事業の拡
大に必要な研修を、目指すテー
マに応じたコースに系統立てると
ともに、誰もが、必要な時に研修
が受けられるよう、インターネット
を活用した動画による講座を実施
するなどの方法を検討するととも
に、専門家の派遣を拡充するな
ど相談支援の充実を目指します。

専門家派遣の充実
年２回、４団体にファン
ドレイザーを派遣する。

・ＮＰＯへファンドレイジングの
専門家を派遣し、資金獲得の
支援を実施。
（3団体、4件）

△　概ね取組
目標どおり

・専門家の派遣により、ＮＰ
Ｏが資金調達に限らず組織
運営について考えることによ
り、組織基盤の強化にもつ
ながった。

・広報パンフレットを作成し、
県民および事業者への社会
貢献活動の周知を行う。

ＮＰＯセンター

②
社会貢献活
動の理解に
つながる広
報の充実

ＮＰＯセンターは、社会貢献活動
を県民に積極的に発信し、活動
への理解を深めることで、社会貢
献活動団体が行う活動への応援
が得られるようにします。

県民への社会貢献活
動の情報発信

・広報パンフレットの作
成し、経営団体等を通
じて事業者等に社会貢
献活動を周知する。

・ピッピネットを活用し、
社会貢献活動につい
て適宜情報発信を行
う。

・ピッピネットをリニュー
アルする。

・ピッピネット及びピッピニュー
ス（毎月発行）を通じて、情報
提供を実施。

△　概ね取組
目標どおり

・団体情報やイベント情報な
ど情報の整理、更新を行
い、より充実した情報を得ら
れるページにしていく必要
がある。

・ボランティア・ＮＰＯセン
ターの広報パンフレットを作
成し、県民および事業者へ
の社会貢献活動の周知を
行う。

ＮＰＯセンター

③
大学とＮＰ
Ｏセンター
の連携によ
る地域課題
の解決

ＮＰＯセンターと大学との情報共
有を定期的に行い、社会貢献活
動団体や、各地域の課題に関す
る情報を共有することで、社会貢
献活動団体と他の関係団体（事
業者、市町村等）とのマッチング
を進め、地域の課題解決に努め
ます。

大学とＮＰＯセンターの
定期的な情報共有

大学とNPOセンターで
定期的に情報共有す
る場を設け、解決すべ
き地域課題やその方法
について協議する。

・高知大学と今後の連携に向
けた協議を１回実施

×　取組目標ど
おり取り組めて
いない

大学とNPOセンターがどの
ような地域課題の解決を目
指し、どんな形で連携してい
くのか検討していく必要があ
る。

大学とNPOセンターが連携
して解決すべき地域課題を
明確にしていく。

ＮＰＯセンター

大学

　
３
　
研
修
・
広
報
・
大
学
と
の
連
携
等

・ＮＰＯ法人の増加
[R5：370法人]
(H29：332法人)

・社会貢献活動団
体と地域活動の
マッチング
［年５件］
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実行　（Ｄ） 改善　（Ａ）

取組の内容
実施内容

（計画上の記載）
具体的な取組内容 実施状況

取組目標に
対する評価

成果及び課題 今後の取組

①
大学とＮＰ
Ｏセンター
の連携によ
る地域課題
の解決
（再掲）

ＮＰＯセンターと大学との情報共
有を定期的に行い、社会貢献活
動団体や、各地域の課題に関す
る情報を共有することで、社会貢
献活動団体と他の関係団体（事
業者、市町村等）とのマッチング
を進め、地域の課題解決に努め
ます。

大学とＮＰＯセンターの
定期的な情報共有
（再掲）

大学とNPOセンターで
定期的に情報共有す
る場を設け、解決すべ
き地域課題やその方法
について協議する。

・高知大学と今後の連携に向
けた協議を１回実施

×　取組目標ど
おり取り組めて
いない

大学とNPOセンターがどの
ような地域課題の解決を目
指し、どんな形で連携してい
くのか検討していく必要があ
る。

大学とNPOセンターが連携
して解決すべき地域課題を
明確にしていく。

ＮＰＯセンター

大学

②
教育・研究
機関と連携
した次世代
の担い手育
成
（再掲）

ＮＰＯセンターは、これまで高校
生や大学生を対象としたナツボラ
を実施し、社会貢献活動の普及
に努めてきました。
今後も、教育・研究機関（高校や
大学など）を通じて、ナツボラを周
知することにより、社会貢献活動
に気軽に参加できる気風をつくり
ます。

教育・研究機関を通じ
たナツボラの周知
（再掲）

高校、大学などを通じ
てナツボラの周知を行
い、これまで以上に参
加者を増やす。

・ナツボラ実施にあたり、市町
村社協などと連携してプログラ
ム数の増加を図った。

・県内全高校、県立中学校へ
ナツボラガイドを配布し、ナツ
ボラの周知を図った。

・ボランティア活動の入り口とし
て、参加しやすいセンター独
自のプログラムを実施した。

○　取組目標ど
おり

・延べ1,527人が活動に参
加。プログラム数も69団体と
昨年度より4団体増加。
県内若年層のボランティア
活動への関心が高まった。

・プログラム実施市町村に偏
りがあり、県中心部から離れ
た学生が参加しにくい。

・学校の夏休みの宿題等で
の参加も見られ、受入団体
とのミスマッチが生じた。

・実施市町村やプログラムの
増加を図るとともに、引き続
き県民のボランティア活動
への関心を高めていく。

・事前オリエンテーションの
実施や、独自プログラムの
増加など、夏休み期間中の
宿題等で参加する学生への
対応を検討する。

ＮＰＯセンター

県（私学・大学支
援課、高等学校

課）

大学

①
事業者と社
会貢献活動
団体との連
携を推進

ＮＰＯセンターは、事業者のニー
ズに応じた社会貢献活動団体の
情報や連携事例を紹介するな
ど、広報を充実します。

事業者に社会貢献活
動団体の情報や連携
事例の紹介

・広報パンフレットの作
成し、経営団体等を通
じて事業者等に社会貢
献活動を周知する。

・ピッピネットを活用し、
社会貢献活動につい
て適宜情報発信を行
う。

・ピッピネットをリニュー
アルする。

・ピッピネット及びピッピニュー
ス（毎月発行）、てをつなGO（3
月に1回発行）を通じて、情報
提供を実施。

△　概ね取組
目標どおり

・団体情報やイベント情報な
ど情報の整理、更新を行
い、より充実した情報を得ら
れるページにしていく必要
がある。

・広報パンフレットを作成し、
県民および事業者への社会
貢献活動の周知を行う。

・ＮＰＯ活動紹介の動画を作
成し、ピッピネットに掲載す
る。 ＮＰＯセンター

市町村と社会貢献活動
団体の意見交換会の
開催

年１回、市町村職員と
ＮＰＯとの意見交換会
の実施。

地域づくりNPO等ネットワーク
セミナー「休眠預金」学習会を
R２年３月７日に開催予定。

県（県民生活･男
女共同参画課）

市町村から住民への社
会貢献活動の情報提
供

・年１回、ＮＰＯが活用
できる市町村の補助金
等及び公共施設の情
報の県ＨＰへの掲載。

・必要に応じた市町村
への社会貢献活動に
係る情報提供。

・ＮＰＯが活用できる市町村の
補助金等及び公共施設の情
報を照会・取りまとめのうえ、県
ＨＰで掲載し、情報提供を実
施。

・ＮＰＯが活用できる助成金等
の情報を適宜県ＨＰに掲載
し、情報提供を実施。

△　概ね取組
目標どおり

・ＮＰＯが活用できる市町村
の補助金等及び公共施設
の情報の照会・取りまとめが
遅れたため、県ＨＰへの掲
載も遅くなった。

・来年度は年度当初から情
報の照会・取りまとめを行
い、ＨＰへの迅速な掲載を
目指す。

県（県民生活･男
女共同参画課）

ＮＰＯセンター…高知県ボランティア・ＮＰＯセンター

資料１

とりまとめ：令和元年12月末日時点

行　動　計　画　（Ｐ） 評価　（Ｃ）実
施
項
目

取組目標
成果目標
（Ｈ35年度）

実施
主体

　
１
　
教
育
・
研
究
機
関
と
の
連
携

・社会貢献活動団
体と地域活動の
マッチング
［年５件］

・ナツボラの参加高
校15校、参加者延
べ1,200人
(H29：９校、延べ
920人)

　
２
　
事
業
者
、
行
政
等
と
の
連
携

・社会貢献活動団
体と連携している又
は社会貢献活動を
行っている事業者
が20％増加

・市町村の70％が
社会貢献活動団体
と協働している
(H28：63.3％)②

市町村と社
会貢献活動
団体との協
働を推進

県は、他地域の協働事例の紹介
や、意見交換会の開催、地域の
様々な主体が協議する場を設け
るなど、市町村と連携を図ります。
また、市町村の住民が、地域の社
会貢献活動に参加しやすくなるよ
う、市町村による情報提供の充実
に取り組みます。

　　基本方針Ⅱ　社会貢献活動団体と関係団体の連携
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実行　（Ｄ） 改善　（Ａ）

取組の内容
実施内容

（計画上の記載）
具体的な取組内容 実施状況

取組目標に
対する評価

成果及び課題 今後の取組

ＮＰＯセンター…高知県ボランティア・ＮＰＯセンター

資料１

とりまとめ：令和元年12月末日時点

行　動　計　画　（Ｐ） 評価　（Ｃ）実
施
項
目

取組目標
成果目標
（Ｈ35年度）

実施
主体

　　基本方針Ⅱ　社会貢献活動団体と関係団体の連携

③
地域支援企
画員を中心
とした連携

それぞれの地域で活動している
地域支援企画員が中心となり、市
町村や社会貢献活動団体、地域
事業者との連携を進めます。

地域支援企画員を中
心とした市町村、社会
貢献活動団体、地域の
事業者との連携を推進

毎月１回、地域支援企
画員への情報提供。

新規法人や定款変更（活動分
野の変更）、センターの研修情
報等、地域支援企画員の活動
フィールドで役立つ情報を月１
回、地域支援企画員に対し
て、メールで情報提供。

○　取組目標ど
おり

地域支援企画員の活動に
役立つ情報提供を実施でき
た。また、地域支援企画員
から、地域のＮＰＯ法人に関
する問い合わせもあり、地域
のＮＰＯとの協働が進んで
いる。

引き続き実施し、地域支援
企画員と地域のＮＰＯが事
業の協働を考える際の一助
となるよう情報提供してい
く。 県（県民生活･男

女共同参画課）

県職員のＮＰＯへの短
期派遣研修の実施

年間10名程度の職員
をＮＰＯへ派遣

５団体に５名の職員を派遣。

×　取組目標ど
おり取り組めて
いない

派遣を希望する職員も少な
く、取組目標の年間10名の
派遣ができなかった。

派遣職員を増やすため、今
後も職員への周知を続け
る。

県（県民生活･男
女共同参画課）

ＮＰＯの活動情報の提
供、協働事例の紹介

毎月１回、地域支援企
画員への情報提供。
（再掲）

新規法人や定款変更（活動分
野の変更）、センターの研修情
報等、地域支援企画員の活動
フィールドで役立つ情報を月１
回、地域支援企画員に対し
て、メールで情報提供。

○　取組目標ど
おり

地域支援企画員の活動に
役立つ情報提供を実施でき
た。また、地域支援企画員
から、地域のＮＰＯ法人に関
する問い合わせもあり、地域
のＮＰＯとの協働が進んで
いる。

引き続き実施し、地域支援
企画員と地域のＮＰＯが事
業の協働を考える際の一助
となるよう情報提供してい
く。 県（県民生活･男

女共同参画課）

　
２
　
事
業
者
、
行
政
等
と
の
連
携

・社会貢献活動団
体と連携している又
は社会貢献活動を
行っている事業者
が20％増加

・市町村の70％が
社会貢献活動団体
と協働している
(H28：63.3％)

④
県職員のた
めの研修等
の実施

県職員のＮＰＯに対する理解を深
めるため、県内のＮＰＯへの職員
の短期派遣研修や団体の活動情
報の提供、協働事例の紹介等を
実施します。
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実行　（Ｄ） 改善　（Ａ）

取組の内容
実施内容

（計画上の記載）
具体的な取組内容 実施状況

取組目標に
対する評価

成果及び課題 今後の取組

①
地縁団体と
ＮＰＯとの
相互理解の
推進

ＮＰＯセンターは、地域の活性化
に取り組む地縁団体と、福祉やま
ちづくり、環境など専門的ノウハウ
を持ったＮＰＯとの相互理解と交
流が進むよう、大学等と連携し、
情報提供を行います。

大学等との連携による
情報提供

こうちNPOフォーラムを
開催するとともに、大学
等と連携して学生の
フォーラムへの参加を
促す。

・こうちＮＰＯフォーラム２０１９
開催に向けた準備
テーマ：つながる元気！ひろ
がれ高知の大スクラム
R2年2月29日開催予定

△　概ね取組
目標どおり

ＮＰＯセンター

大学

②
新たな地域
コミュニ
ティの拠点
づくり

県は、集落活動センターや子ども
食堂を中心とした、地縁団体、Ｎ
ＰＯ、市町村などの相互連携の取
組を支援します。
また、集落活動センターや子ども
食堂の立ち上げや運営を支援し
ます。

集落活動センターや子
ども食堂の立ち上げ支
援

【中山間地域対策課】
集落活動センターの設
置・立上支援　
　【R1：80カ所】

【児童家庭課】
子ども食堂の開設準備
講座を県内５会場で開
催する。
子ども食堂支援事業費
補助金を交付し、開設
経費、運営経費を支援
する。

【中山間地域対策課】
集落活動センターの設立、立
ち上げに対する支援として、集
落活動センター推進事業費補
助金による支援、アドバイザー
の派遣や広報活動を実施

【児童家庭課】
子ども食堂開設準備講座を高
知市２回、四万十市、本山町、
須崎市で計５回開催し、新た
に8箇所で開設された。（R1.12
月末時点76箇所）
また、27団体33箇所の子ども
食堂に補助金を交付した。

△　概ね取組
目標どおり

【中山間地域対策課】
・集落活動センター開設数：
58箇所(令和元年12月末現
在）
・さらなる量的拡大と質的向
上が課題

【中山間地域対策課】
集落活動センターのネット
ワークの拡大とセンターの活
動の継続・拡充に向けた取
り組みを支援する。

県（中山間地域
対策課、児童家
庭課）

③
ＮＰＯのコ
ミュニティ
ビジネスへ
の参入支援

県は、中山間地域において、コ
ミュニティビジネスによる利益が地
域に還元され、地域の経済活性
化とコミュニティの再生につながる
よう支援します。

中山間地域の活性化
につながるＮＰＯのコ
ミュニティビジネスへの
参入支援

起業に関する講座等の
開催（土佐まるごとﾋﾞｼﾞ
ﾈｽｱｶﾃﾞﾐｰ等）

起業に関する講座（土佐まる
ごとビジネスアカデミー）の開
催

○　取組目標ど
おり

・起業に関する講座を実施
した。起業や新事業につな
げていくためのターゲットの
選び方や市場調査、資金調
達や経理など、起業準備に
かかる様々な知識やスキル
の習得につなげた。

・講義のライブ配信システム
「サテライトプラットフォーム」
や講義の録画を視聴できる
「ネット受講」の環境整備や
仕組みの強化を行った。

理論と実践の両面から学べ
る講座を充実させるととも
に、起業に関する支援策の
拡充を図る.

県（産学官民連
携・起業推進課、
産学官民連携セ
ンター）

ＮＰＯセンター…高知県ボランティア・ＮＰＯセンター

資料１

とりまとめ：令和元年12月末日時点

行　動　計　画　（Ｐ） 評価　（Ｃ）実
施
項
目

取組目標
成果目標
（Ｈ35年度）

実施
主体

　
１
　
地
域
の
課
題
解
決
に
つ
な
が
る
取
組 ・集落活動センター

の増加
[R1：80箇所]
(H29：44箇所)

・子ども食堂の増加
[R1：120箇所]
(H29：52箇所)

　　基本方針Ⅲ　地域における社会貢献活動の推進
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実行　（Ｄ） 改善　（Ａ）

取組の内容
実施内容

（計画上の記載）
具体的な取組内容 実施状況

取組目標に
対する評価

成果及び課題 今後の取組

ＮＰＯセンター…高知県ボランティア・ＮＰＯセンター

資料１

とりまとめ：令和元年12月末日時点

行　動　計　画　（Ｐ） 評価　（Ｃ）実
施
項
目

取組目標
成果目標
（Ｈ35年度）

実施
主体

　　基本方針Ⅲ　地域における社会貢献活動の推進

△　概ね取組
目標どおり

○　取組目標ど
おり

　
２
　
災
害
時
に
お
け
る
取
組

①
災害ボラン
ティアと連
携できるＮ
ＰＯの育成

県とＮＰＯセンターは、ＮＰＯの専
門性（高齢者の介護支援、カウン
セリング、まちづくり計画等）を活
かした取組に加えて、災害ボラン
ティアセンターと連携し、地域外
から支援に来るボランティア等の
力を効果的に活用し、被災地の
復興を支援する等、災害時に機
能を発揮できるＮＰＯを育成しま
す。

災害時に機能を発揮
できるＮＰＯの育成

・災害時の活動に関す
る意識啓発・研修の充
実【各研修・講座年1回
開催】

・災害ボランティアセン
ターの模擬訓練（立
上・運営）
【年2カ所開催】

・災害ボランティア活動支援本
部ネットワーク会議
　R1年11月28日開催
・災害ボランティアセンター運
営基礎研修
　R1年10月7日安田町にて開
催
　参加者：146名
・災害ボランティアセンター体
制づくり支援
　6市町村で実施
・災害ボランティアセンター中
核スタッフ研修
　R1年1月30日高知市にて開
催
　参加者：32名

○　取組目標ど
おり

・災害ボランティアセンター
模擬訓練や各種研修を通じ
て、県内スタッフの人材育成
が行えた。また、令和元年
台風19号災害では、宮城県
丸森町の災害ボランティア
センターに県内スタッフが4
名で14日間の支援を行っ
た。

・災害ボランティアセンター
を設置・運営する市町村社
協とＮＰＯ、地域関係団体と
の連携が課題

・市町村社協を中心に、ＮＰ
Ｏや地域関係団体との連携
に向けた働きかけを行う。

・災害に取り組んで
いるＮＰＯ法人の割
合
[R5：80％]
(H29：72.1％)

ＮＰＯセンター

　
１
　
地
域
の
課
題
解
決
に
つ
な
が
る
取
組

④
ＮＰＯのコ
ミュニティ
ビジネスの
活動支援

県は、継続的なコミュニティビジネ
スを支援し、生活基盤の確保や
地域における就業機会・雇用の
創出を図ります。

生活基盤の確保と就業
機会・雇用の創出を図
るためのコミュニティビ
ジネスを支援

【中山間地域対策課】
アドバイザーの派遣や
助成などにより、地域ア
クションプランのすそ野
を広げる

【産学官民連携セン
ター】
起業に関する講座等の
開催（土佐まるごとﾋﾞｼﾞ
ﾈｽｱｶﾃﾞﾐｰ等）
（再掲）

【中山間地域対策課】
・「集落の活力づくり支援事業
費補助金」による支援（小さな
ビジネス案件）
H29～R1交付決定：5件

・「地域づくり支援事業費補助
金」（小さなビジネス支援事業）
による支援
H26～H28交付決定：23件

【産学官民連携センター】
・起業に関する講座（土佐まる
ごとビジネスアカデミー）の開
催
（再掲）

【中山間地域対策課】
＜具体的な成果＞
・「集落の活力づくり支援事
業費補助金」による支援
　商品開発…１市１件
　生産販売体制の強化
　　　…２市町４件

・「地域づくり支援事業費補
助金」（小さなビジネス支援
事業）による支援
　雇用…3市町4名
　商品開発…10市町18件
　生産販売体制の強化…11
市町20名
　売上増…12市町村20件
　生産の増…2市町3件

＜課題＞
個々の課題に対応した効果
的な支援

【産学官民連携センター】
・起業に関する講座を実施
した。起業や新事業につな
げていくためのターゲットの
選び方や市場調査、資金調
達や経理など、起業準備に
かかる様々な知識やスキル
の習得につなげた。
（再掲）

・講義のライブ配信システム
「サテライトプラットフォーム」
や講義の録画を視聴できる
「ネット受講」の環境整備や
仕組みの強化を行った。
（再掲）

【中山間地域対策課】
R２に向けた「地域づくり」に
関する制度の見直しにおい
て、後継者・担い手不足な
どの課題に対応するため、
小さなビジネスとして単発で
支援していくのではなく、ま
ずは集落活動センターなど
の集落機能を支える組織を
育て、その後経済活動への
発展につながるよう支援す
ることとしているため、「小さ
なビジネス」の役割は終えた
ものとし、R2以降廃止とす
る。

【産学官民連携センター】
・理論と実践の両面から学
べる講座を充実させるととも
に、起業に関する支援策の
拡充を図る.
（再掲）

・集落活動センター
の増加
[R1：80箇所]
(H29：44箇所)

・子ども食堂の増加
[R1：120箇所]
(H29：52箇所)

県（中山間地域
対策課、産学官
民連携センター）
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実行　（Ｄ） 改善　（Ａ）

取組の内容
実施内容

（計画上の記載）
具体的な取組内容 実施状況

取組目標に
対する評価

成果及び課題 今後の取組

ＮＰＯセンター…高知県ボランティア・ＮＰＯセンター

資料１

とりまとめ：令和元年12月末日時点

行　動　計　画　（Ｐ） 評価　（Ｃ）実
施
項
目

取組目標
成果目標
（Ｈ35年度）

実施
主体

　　基本方針Ⅲ　地域における社会貢献活動の推進

②
行政・ＮＰ
Ｏ・事業者
など関係機
関による
ネットワー
クづくり

ＮＰＯセンターは、災害時におい
て、スムーズな災害支援協力体
制が行われるように、平常時から
地域の防災組織等との交流を図
り、お互いの役割を確認するな
ど、ネットワークの構築を図りま
す。

平常時から地域のネッ
トワークを構築

・災害ボランティア活動
支援本部ネットワーク
会議の開催
【年1回開催】

・11月28日に高知県災害ボラ
ンティア活動支援本部ネット
ワーク会議を開催

○　取組目標ど
おり

・災害ボランティア活動支援
本部ネットワーク会議では、
構成メンバー（ＮＰＯ、企業
団体、大学等）との情報交
換を行い、県内各団体の状
況や災害時の対応などの共
有を行った。

・引き続き災害ボランティア
活動支援本部ネットワーク
会議の構成メンバーとの連
携を行う。

ＮＰＯセンター

③
災害時にお
ける活動拠
点の確保

ＮＰＯセンターは、支援活動がス
ムーズに行われるよう、市町村に
おける災害ボランティアとの連携
や、県内外のＮＰＯの受け入れ体
制の整備を支援します。

市町村における災害ボ
ランティアとの連携や、
ＮＰＯの受け入れ体制
の整備を支援

【ＳＮＳを活用した情報
提供】

・ボランティア・ＮＰＯセンター
フェイスブックページでの情報
発信（令和元年佐賀豪雨災害
情報など）

・ピッピネットでの災害支援活
動の情報発信（令和元年台風
19号災害における各種利用可
能制度の発信）

○　取組目標ど
おり

・フェイスブックページでの
情報発信

・引き続き継続

ＮＰＯセンター

　
２
　
災
害
時
に
お
け
る
取
組

・災害に取り組んで
いるＮＰＯ法人の割
合
[R5：80％]
(H29：72.1％)
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